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１ はじめに 

こ の手引は、東京都において「 液化石油ガス の保安の確保及び取引の適正化

に関する 法律」 第 29 条に規定さ れている 保安機関の認定を 受けた方が、 同法

第３ ２ 条の規定によ り 、認定の更新申請を 行う 際の手続を 簡潔にま と めたも の

です。一般消費者等に対する 液化石油ガス 保安業務を 継続し て行おう と する 方

は、 法律の趣旨を 十分ご 理解の上、 こ の手引を 参考に手続を 行っ てく ださ い。 

なお、申請用紙の記入漏れや添付書類の不備があっ た場合、提出書類を 受付

でき ないこ と があ り ま す。受付し た場合でも 、認定の基準を 満たさ ない場合は、

認定ができ ないこ と があり ま す（ 手数料は返却でき ま せん）。 提出書類や添付

書類に虚偽や不正があっ た場合は、認定の取消し になり ま すので注意し てく だ

さ い。  

<<保安機関の認定の更新 ―第 32 条・規則第 34 条―>> 

保安機関の認定は、 5 年ご と に更新を 受けなければ、 その期間の経過によ っ

て、 その効力を 失いま す。 そのため、 保安業務を 継続し て行おう と する 者は、

更新の申請を 認定の期間の満了する 30 日前ま でに行う 必要があり ま す。  

 

２ 保安機関の認定の更新申請手続について 

  申請に必要な書類を 正 1 部、 申請者控と し て副(正の写し )1 部及び手数料

を 用意し てく ださ い。  

保安機関の認定更新の手続き 自体は単純更新の手続き です。つま り 、認定更

新の手続き では、消費者枠の増減、保安業務区分の追加等の変更を 行う こ と は

でき ま せん。変更の場合は別途の手続き が必要になり ま す。こ のよ う に認定更

新申請にあたっ ては、いく つかの留意点がある ため余裕を も っ て認定の期間の

満了する 40 日前ま でに申請する よ う にし てく ださ い。  

申請にあたっ ては、事前に下記申請先へご 予約いただいてから 、ご 来庁いた

だく よ う お願いいたし ま す。押印廃止に伴い社員証や身分証によ る 確認を さ せ

ていただき ま すのでご 持参いただく よ う お願いいたし ま す。  

(1)申請先 
ア 保安業務に係る事業所の所在地が２３区内又は島しょ地域の場合 

   〒163-8001 東京都新宿区西新宿 2-8-1 都庁第二本庁舎 20 階北側 

東京都環境局環境改善部環境保安課液化石油ガス 担当 

電話番号 03（ 5388） 3545 

イ 保安業務に係る事業所の所在地が多摩地域(２３区内又は島しょ地域



4 

 

以外)の場合 

   〒190-0022 東京都立川市錦町 4-6-3 東京都立川合同庁舎３ 階 

東京都多摩環境事務所管理課液化石油ガス 担当 

電話番号 042（ 525） 4772 

(2)手数料 

( 6,900 円×保安業務区分の数)＋14,000 円 

 記号(認定番号の末尾 2 文字)が RA の場合は、 48,500 円 

 

３ 申請に必要な書類 (申請書類チェックリスト) 

 申請に必要な書類は、 規則第 30 条にて規定さ れていま す。  

 
 

様式 申請書 備考 チェック

様式第14  保安機関認定更新申請書
前回認定申請した内容と
変更があれば、事前に相
談してください。

☐
ア 様式第13  保安業務計画書

事業所ごとに作成してく
ださい。

☐
０１ 保安業務資格者一覧表 ☐

免状・資格・講習履歴の写し ☐
０２ 保安業務に係る技術的能力を証する書面  ☐

保安業務用機器の写真
(算定した)保安業務用機
器ごとに写真撮影をして
ください。

☐
(3) ０３

事業所の位置及び当該事業所において緊
急時対応を行おうとする一般消費者等の
範囲を示した図面

緊急時対応の保安区分の
認定を受ける場合は、提
出してください。

☐
(4) 

LPガス業者賠償責任保険に加入している
ことを証する書面

☐
(5) ０４ 保安業務以外の兼業内容に関する書面 ☐
(6) ０５ 欠格事由非該当誓約書

個人用、法人用があるの
で該当する様式のみ提出
してください。

☐

申請者が法人の場合は提出

様式 申請書 備考 チェック

(7) ０６ 役員及び構成員の構成に関する書面 ☐
(8) 法人の定款 ☐
(9) 法人の登記事項証明書

申請日から3カ月以内に
発行されたもの。写しで
も可とします。

☐

番号

番号

(1)

イ

ウ

(2)
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４ 申請書類記載方法 

 記載例を 参照し 、 下記の記載事項に注意し ながら 作成し てく ださ い。  

(1) 保安機関認定更新申請書 様式第 14 
記載例 10、11 ページ「例 1 保安機関認定更新申請書」 

保安機関認定更新申請書に記載する 項目は、原則と し て前回認定申請し た

内容と 変更ないこ と を 事前に確認し てく ださ い。  

  < 事前確認事項>  

・ 保安業務に係る 一般消費者等の数を 増加する 必要はあ る か。  

・ 新たな保安業務区分を 取得する 必要があ る か。  

・ 保安機関の氏名又は名称及び住所、 法人にあ っ てはその代表者の氏名を

変更する 必要はあ る か。  

・ 保安業務を 行う 事業所の所在地を 変更する 必要はある か。  

・ その他変更はないか。  

前回申請し た内容がわから ない等、心配事がご ざいま し たら 事前に相談い

ただく よ う お願いいたし ま す。   

 別紙に「 保安業務に係る 事業所の名称及び所在地」「 更新を 受けよ う と す

る 保安業務区分の一般消費者等の数」 を 記載し てく ださ い。  

(2) 保安業務計画書 

保安業務計画書は、 事業所ご と に作成し てく ださ い。 記載に当たっ て各々

の項目について下記の要件を 満たし ている かを 確認し てく ださ い。 ま た、 保

安業務計画書の内容を 示すため、「 保安業務資格者一覧表」「 保安業務に係る

技術的能力を 証する 書面」 を 添えて提出し てく ださ い。  

ア 保安業務計画書 様式第 13 
記載例 12 ページ「例 2-1 保安業務計画書」 
(ア) 一般消費者等の数 

一般消費者等の数は、原則と し て前回認定申請し た内容と 変更ない

こ と を 確認し てく ださ い。変更があり ま し たら 別に届出等が必要にな

り ま すので、 事前に相談いただく よ う お願いいたし ま す。  

(イ) 保安業務資格者の数  

事業所ご と に、保安業務告示第 2 条で定める 基準にて算定し た数以

上の資格者を 確保し てく ださ い。  

(ウ) 保安業務資格者及び調査員以外の者であって保安業務に従事する 

   者 

保安業務資格者及び調査員以外の者であっ て保安業務に従事する  
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者は、 保安業務資格者に同行し て点検・ 調査を 補助する 者(補助員)を

いい、 一般事務に従事する 事務員は含ま れま せん。  

(エ) 保安業務用機器 

事業所ご と に、保安業務告示第 3 条で定める 基準にて算定し た数以

上の保安業務用機器を 確保し てく ださ い。  

(オ) 緊急時対応を行う場合にあってはその方法 

本項目は、 緊急時対応を 行う 事業所は記載し てく ださ い。 ①出動す

る ための手段(自動車、オート バイ 等)、②緊急時の連絡の受信方法(電

話等) 及び③集中監視シス テム の導入の有無について記載し てく ださ

い。  

イ 保安業務資格者一覧表 
   記載例 13 ページ 「例 2-2 保安業務資格者一覧表」 

保安業務資格者の氏名及び免状・ 資格を 記入し 、 免状・ 資格・ 講習履歴

の写し も 合わせて提出し てく ださ い。  

※保安業務資格者は、 業務主任者又は業務主任代理者と 兼務し ても かま

いま せん。調査員及び補助員については、記入する 必要はあり ま せん。 

ウ 保安業務に係る技術的能力を証する書面 
記載例 14～18 ページ 「例 2-3 保安業務に係る技術的能力を証する書

面(記号 RA の場合)」 
(ア) 保安業務資格者数の算定 

途中式も 記載し 、 計算のう え提出し てく ださ い。  

(イ) 保安業務用機器数の算定 

保安業務用機器の写真( 撮影日がわかる よ う に日付を 入れる ) も 添

えて提出し てく ださ い。 写真は、 機器の外観全体が分かる よ う に撮影

を お願いいたし ま す。  

(3) 事業所の位置及び当該事業所において緊急時対応を行おう

とする一般消費者等の範囲を示した図面 
記載例 19 ページ 「例 3 緊急時対応範囲」 

事業所の位置及び当該事業所において緊急時対応を 行おう と する 一般

消費者等の範囲を 示し た図面は、緊急時対応の保安区分の認定を 受ける 場

合は提出し てく ださ い。  

・ 図面は、 添付白地図を 参考に事業所ご と に作成し てく ださ い。  

・ 図面には、 保安業務を 行う 事業所から 原則と し て 30 分以内で緊急時  

対応を 行え る 地理的範囲及びその事業所の位置を 記載し てく ださ い。 
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・ 図面の余白部に、 LP ガス 保安業務を 実施し ている お客様の区域を 、

「 東京都新宿区」 のよ う に区市町村の単位で記入し てく ださ い。  

(4) 液化石油ガスによる災害により支払うことのある損害賠償

の支払能力を証する書面 

保険加入証明書の写し （ 申請日時点で有効な書面） など の損害賠償の支

払能力を 証明する 書面を 提出し てく ださ い。  

(5) 保安業務以外の兼業内容に関する書面 
記載例 20 ページ 「例 5 保安業務以外の兼業内容に関する書面」 

保安業務以外の業務を 行っ ている 場合は、 その業務の種類及び概要を 記

載し てく ださ い。 法人の場合は、 対外的な説明に用いら れる 会社概要書等

の提出でも 構いま せん。  

ア LP ガスに関する業務 

LP ガス に関する 業務については、実施し ている 業務内容の番号に「 ○」

印を 付けてく ださ い。  

イ その他の業務 

LP ガス に関する 業務以外のも のについては、「 その他の業務」 欄に、

具体的に業務内容を 記載し てく ださ い。  

 (6) 欠格事由非該当誓約書 
記載例 21 ページ 「例 6-1 欠格事由非該当誓約書(個人)」 

22 ページ 「例 6-2 欠格事由非該当誓約書(法人)」 

申請者が個人であ る 場合は自ら が欠格事由に該当し ないこ と 、 申請者が

法人であ る 場合は代表者が役員( 役員には監査役は含ま れな い) 及び当該

法人について欠格事由に該当し ないこ と を 誓約し てく ださ い。  

<<欠格事由>> 

・ 液化石油ガス の保安の確保及び取引の適正化に関する 法律若し く は

高圧ガス 保安法又はこ れら の法律に基づく 命令の規定に違反し 、 罰

金以上の刑に処せら れ、 その執行を 終わり 、 又は執行を 受ける こ と

がなく なっ た日から ２ 年を 経過し ない者 

・ 保安機関の認定を 取り 消さ れ、 その取消し の日から ２ 年を 経過し な

い者 

・ 心身の故障によ り 保安業務を 適正に行う こ と ができ ない者 

・ 法人であ っ て、 その業務を 行う 役員のう ちに前３ 項目のいずれかに

該当する 者がある も の 

(7)～(9)については、申請者が法人の場合に提出(個人の場合は提出
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する必要はありません。) 

(7) 役員及び構成員の構成を説明した書面 
記載例 23 ページ 「例 7役員及び構成員の構成を説明した書面」 

こ の書面は、 法人において役員及び構成員(具体的には、役員名簿、社員

名簿、 組合員名簿、 株主)のう ち下記の者の合計割合が 3 分の 1 以下であ

る こ と を 説明する ためのも のです。  

ア 液化石油ガス供給機器若しくは消費機器の製造を主たる事業として

行っている者又はその役職員 

イ 液化石油ガス供給機器若しくは消費機器の販売事業を主たる事業と

して行っている者又はその役職員 

ウ 液化石油ガス設備工事の事業を主たる事業として行っている者又は

その役職員 

(8) 法人の定款 

    法人の定款の写し を 提出し てく ださ い。  

(9) 法人の登記事項証明書 

申請日から 3 カ月以内に発行さ れたも のを 提出し てく ださ い。 写し でも

可と し ま す。  
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申請書の記載例 

 



例1 保安機関認定更新申請書
様式第14（第34条関係）

× 整理番号
× 審査結果
× 受理年月日
× 認定番号

年 月 日

東京都知事  殿

　（フリガナ） カブシキガイシャ　オオヤマショウテン

氏名又は名称 株式会社　大山商店

　（法人のみ）

代表者の氏名 大山　靖

住所 東京都新宿区西新宿二丁目8番1号
電話番号 XXX(XXX)XXXX

 

１ 保安業務に係る事業所の名称及び所在地
別紙のとおり

２ 更新を受けようとする保安業務区分

 別紙のとおり

（備考） １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
２ ×印の項は記載しないこと。

保安機関認定更新申請書

　　液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第32条第１
項の更新の認定を受けたいので、次のとおり申請します。

〇〇 〇〇〇〇〇〇

※押印は
不要です。
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例1 保安機関認定更新申請書

保安機関認定更新申請書 別　紙

「保安業務に係る事業所の名称及び所在地」「更新を受けようとする保安業務区分の一般消費者等の数」
を記載する。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

事業所の名称及び
所在地

供給開
始時点
検・調査

容器交
換時等
供給設
備点検

定期供
給設備
点　検

定期消
費設備
調　査

周知
緊急時
対　応

緊急時
連　絡

株式会社大山商店　新宿営業所
東京都新宿区西新宿二丁目8番1号 — 200 200 200 200 200 —

株式会社大山商店　立川営業所
東京都立川市錦町四丁目6番3号 — — — — — 100 100

前回申請した内容と変更ないことを確認すること。
保安機関認定番号に「RA」が付く場合は、①、⑦の一般消費者等の数は記入しません。
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事業所ごとに作成すること 例2-1 保安業務計画書
様式第13（第30条関係）

事業所の名称 株式会社大山商店　新宿営業所

事業所の所在地 東京都新宿区西新宿二丁目8番1号

液化石油ガス設備士又は第二種販売主任者　　 2 人

製造保安責任者　        人 　            その他　人人

（備考） １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。

保安業務計画書

保 安 業 務 区 分

① ② ③ ④ ⑥ ⑦

供 給 開
始 時 点
検 ・ 調

査

容 器 交
換 時 等
供 給 設
備 点 検

定 期 供
給 設 備
点 検

定 期 消
費 設 備
調 査

周 知
緊 急 時
対 応

緊 急 時
連 絡

⑤

200 -

保 安 業 務 資 格 者 の 数
その他　　    人

調 査 員 の 数

一 般 消 費 者 等 の 数 - 200 200 200 200

保安業務資格者及び調査員以
外の者であって保安業務に従
事する者

人

日／月 日／年 日／年

自 記 圧 力 計 1 個

年間実働日数又は平均月間実
働 日 数

22 250 250

個

漏 え い 検 知 液 1 個

マ ノ メ ー タ

ボ ー リ ン グ バ ー 1 個

緊 急 時 対 応 を 行 う 場 合 に
あ っ て は そ の 方 法

①　出動の手段　自動車：2台　オートバイ: 1台
②　連絡の受信方法　　電話：　有
③　集中監視システムの有無：　無

保
安
業
務
用
機
器

緊 急 工 具 類 1 式

一 酸 化 炭 素 測 定 器 1 個

1 個

ガ ス 検 知 器 1

保安機関認定番号に「RA」が
付く場合は①、⑦は記入しま
せん。
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事業所ごと に作成する こ と 例2-2 保安業務資格者一覧表

01(規則第３ ６ 条第１ 項第３ 号)

保安業務資格者の氏名

(備考)保安業務資格者の氏名及び免状・ 資格を 記入し 、 免状・ 資格の写し も 合わせて提出

する こ と 。 (液化石油ガス 設備士及び業務主任者の場合には、 再講習履歴の写し を 含む)

２ 種販売 設備士 業務主任者代理者 １ 種販売

丙種化学 その他（             ）

２ 種販売 設備士 業務主任者代理者 １ 種販売

丙種化学 その他（             ）

２ 種販売 設備士 業務主任者代理者 １ 種販売

丙種化学 その他（             ）

保安業務資格者一覧表

免状・ 資格(該当する も のを ○で囲む。 )

２ 種販売 設備士 業務主任者代理者 １ 種販売

丙種化学 その他（             ）

２ 種販売 設備士 業務主任者代理者 １ 種販売

丙種化学 その他（             ）

２ 種販売 設備士 業務主任者代理者 １ 種販売

丙種化学 その他（             ）

２ 種販売 設備士 業務主任者代理者 １ 種販売

丙種化学 その他（             ）
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02(保安業務告示第２ 条及び第３ 条) 事業所ご と に

作成する こ と

例2-3 保安業務に係る 技術的能力を 証する 書面

(記号RAの場合)

１ 保安業務資格者の数

（1） 容器交換時等供給設備点検

消費者戸数÷１００÷月間実働日数－調査員数－充てん作業者数

（ただし、０未満となる場合にあっては、０とする。）

保安業務計画書の一般消費者等の人数 保安業務計画書の実働日数、調査員数

（消費者戸数） （100） （月間実働日数） （調査員数） （充てん作業者数） ① 小数点第4位

200 ÷ 100 ÷ 22 － 0 － 0 ＝ 0.091 で四捨五入

（2） 定期供給設備点検及び定期消費設備調査

定期供給設備点検及び定期消費設備調査に係る認定を受けようとする場合

（補助員を伴って点検及び調査を行う場合にあっては、２０を三分の四倍することができる。）

保安業務計画書の一般消費者等の人数 保安業務計画書の実働日数

消費者戸数 　 20 　 年間実働日数 　 4 ② 小数点第4位

200 ÷ 20 ÷ 250 ÷ 4 ＝ 0.010 で四捨五入

（3） 周知

保安業務計画書の一般消費者等の人数

消費者戸数 　 40000 ③ 小数点第4位

200 ÷ 40,000 ＝ 0.005 で四捨五入

（4） 緊急時対応

保安業務計画書の一般消費者等の人数

消費者戸数 　 20000 ④ 小数点第4位

200 ÷ 20,000 ＝ 0.010 で四捨五入

◎

① ② ③ ④ 0.116

0.091 + 0.010 + 0.005 + 0.010 ＝ 1

保安業務に係る技術的能力を証する書面

（保安業務区分ごとの算定式及び結果）

容器交換時等供給設備点検、定期供給設備点検、定期消費設備調査のうち一又は二以上の保安業
務及び周知に係る認定を受けようとする場合

事業所ごとに確保すべき保安業務資格者数は、保安業務区分ごとの算定結果の合計
（合計後、小数点以下切り上げ）
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02(保安業務告示第２ 条及び第３ 条) 事業所ご と に

作成する こ と

例2-3 保安業務に係る 技術的能力を 証する 書面

(記号RAの場合)

2 保安業務用機器

（1） 容器交換時等供給設備点検 ①+調査員数＋充てん作業者数

（2） 定期供給設備点検及び定期消費設備調査 ②

（4） 緊急時対応 ④

消費者戸数 25 年間実働日数 4 ⑤ 小数点第4位

200 ÷ 25 ÷ 250 ÷ 4 ＝ 0.008 で四捨五入

◎

自記圧力計、マノメータ ② 0.010 ④ 0.010 1

ガス検知器 ② 0.010 ④ 0.010 1

漏洩検知液 0.091 ② 0.010 ④ 0.010 1

緊急工具類 0.091 ② 0.010 ④ 0.010 1

一酸化炭素測定器 ⑤ 0.008 ④ 0.010 1

ボーリングバー ② 0.010 ④ 0.010 1

(備考)　算定した保安業務用機器ごとの写真を添付をすること。

なお、（2）定期供給設備点検及び定期消費設備調査に係る一酸化炭素測定器については、消
費者戸数÷25÷年間実働日数÷4

保安業務区分ごとの保安業務用機器数は、1で算定された各区分ごとの保安業務資格者
数に応じた次の数

保
安
業
務
用
機
器

事業所ごとに保有すべき保安業務用機器数は、保安業務区分ごとの算定結果の合計
（合計後、小数点以下切り上げ）

（1） （2） （4）

事業所必要数
容器交換時等供

給設備点検

定期供給設備点
検及び定期消費

設備調査
緊急時対応
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例2-4 保安業務機器の写真

保安業務用機器の写真提出方法

自記圧力計　1台 〇〇〇〇年〇〇月〇〇日撮影

ガス検知器　1台 〇〇〇〇年〇〇月〇〇日撮影

 算定した保安業務用機器ごとに機器名、撮影日を記載した写真を
A4の台紙に貼付て提出してください。

写真
(全体の外観が写るように撮影してください。)

(撮影時可能であれば日付を入れてください。)

〇〇〇〇/〇〇/〇〇

写真
(全体の外観が写るように撮影してください。)

(撮影時可能であれば日付を入れてください。)

〇〇〇〇/〇〇/〇〇

16
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例2-4 保安業務機器の写真

漏洩検知液　1点 〇〇〇〇年〇〇月〇〇日撮影

緊急工具類　一式 〇〇〇〇年〇〇月〇〇日撮影

・赤旗

・赤色合図灯又は
　懐中電灯

・メガホン

・ロープ 2本

・車輪止め 2個

・容器バルブ開閉
　用ハンドル

・容器バルブグラ
　ンドスパナ又は
　モンキースパナ

・革手袋

写真
(全体の外観が写るように撮影してください。)

(撮影時可能であれば日付を入れてください。)

〇〇〇〇/〇〇/〇〇

写真
(収納箱から取出した状態で、
工具類を撮影してください。)

(撮影時可能であれば日付を入れてください。)

〇〇〇〇/〇〇/〇〇
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例2-4 保安業務機器の写真

一酸化炭素測定器　1台 〇〇〇〇年〇〇月〇〇日撮影

ボーリングバー　1点 〇〇〇〇年〇〇月〇〇日撮影

写真
(全体の外観が写るように撮影してください。)

(撮影時可能であれば日付を入れてください。)

〇〇〇〇/〇〇/〇〇

写真
(全体の外観が写るように撮影してください。)

(撮影時可能であれば日付を入れてください。)

〇〇〇〇/〇〇/〇〇
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保険の写し（コピー）を添付してください。 



例5 保安業務以外の兼業内容に関する 書面

04(規則第３ 0条第2項第5号)

業務の種類

LPガス に関する 業務

その他の業務

業務内容

 

          １  一般消費者等用LPガス 販売

     ２  工業用LPガス 販売

     ３  LPガス 製造(充てん等)

     ４  LPガス 配送

     ５  LPガス 器具販売

     ６  LPガス 設備工事

     ７  その他(        )

(備考)  １  LPガス に関する 業務については、 現に行っ ている 業務内容の番号に○印

                   を 付すこ と 。

      ２  法人にあ っては、 定款記載の業務のう ち、 現に行っている 業務を 記載する

                  こ と 。

保安業務以外の兼業内容に関する 書面
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例6-1欠格事由非該当誓約書(個人)

05(規則第３0条第2項第7号)

  〇〇〇〇年〇〇月〇〇日

欠格事由非該当誓約書（個人）

  私は液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３０条各号に掲
げる認定の欠格事由に該当しないことを誓約します。

            住所  東京都新宿区西新宿二丁目8番1号

            氏名  大山　健一郎 ※押印は不要です。
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例6-2 欠格事由非該当誓約書(法人)

05(規則第３0条第2項第7号)

役職名 氏名 現住所

代表取締役 大山　靖 東京都新宿区西新宿二丁目8番1号

取締役 大山　一男 東京都立川市錦町四丁目６番3号

  〇〇〇〇年〇〇月〇〇日

欠格事由非該当誓約書（法人）

 当社および当社の役員については、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化
に関する法律第３０条各号に掲げる認定の欠格事由に該当しないことを誓約しま
す。

      所 在 地  東京都新宿区西新宿二丁目8番1号

      名   称  株式会社　大山商会

      代表者氏名  大山　靖

(備考)役員とは、役員のうち業務を行う者をいい、業務の監査にあたるものは含ま
         れない。

※押印は不要です。
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個人の場合
は作成不要です。

例7 役員及び構成員の構成を説明した書面

0６(規則第３0条第2項第4号)

　　〇〇〇〇年〇〇月〇〇日

役員及び構成員の構成に関する書面

 当社の役員及び構成員（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施
行規則第３３条で規定する構成員）について、いずれもその３分の２以上の者は下記事
項に該当しません。

１ 液化石油ガス供給機器若しくは消費機器の製造を主たる事業として行っている者
       又はその役職員
２ 液化石油ガス供給機器若しくは消費機器の販売事業を主たる事業として行っている
       者又はその役職員
３ 液化石油ガス設備工事の事業を主たる事業として行っている者又はその役職員

       所 在 地  東京都新宿区西新宿二丁目8番1号

       名   称  株式会社　大山商会

       代表者氏名  大山　靖 ※押印は不要です。
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